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研究報告
東日本大震災5年後の検証
佐々木茂喜
北翔大学北方圏学術センター学外研究員
抄 録
災害列島と言われる日本，平成28年4月には熊本地震，6月には北海道北東渡島地方に震度
6の地震等，天変地異と思われる自然災害が頻発している。
東日本大震災は平成28年3月11日（2016年）満5年を経て，被災地の復興は槌音も高く，被
災地の様相は大きく変貌しつつあるが，進捗の速度は決して速いとは言えない。なかでも，仮
設住宅での生活は，コミュニティーエリアの崩壊は高齢化による独居老人の増加に起因するひ
きこもりや自殺，いわゆる災害関連死が問題提起をしているのが現実である。また，経済活動
の基盤である産業復興に対する災害復興援助交付金の交付は，申請手続きの煩雑さと審査の厳
しさと時間を要することから，産業復興の進捗に多大な影響を及ぼしているのが現実である。
このような現実を踏まえ，医療・産業・防災工事等5年の経過について，東日本大震災直後
の平成23年4月から平成28年3月まで宮古市へのボランティア活動（北方圏情報センター年報
Vol.5で報告）を踏まえ，三陸沿岸北部の宮古市，佂石市，大槌町，山田町，普代村の現地に
赴き，役場，医療機関，事業所，被災者からの聞き取りと懇談を行い，被災後の復興・復旧へ
の現状と現実についての検証を行った。
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Ⅰ．緒 言
東日本大震災に起因する津波は想定外の想定で，津波
襲来直後は行政機関の被災とIT機能の壊滅的崩壊・基
本台帳等の流失から，行政は住民の安否と被災状況の把
握に時間を要した。行政は被災者の生活環境と住居確保
の手段として，内陸部のリゾート地や温泉地の確保，個
人では内陸部の親戚縁者のもとで，仮設住宅設置までの
避難生活を送った。また，医療機関や福祉施設の被災も
多く，開業医は残った堅牢な公立・民間病院での診療を
行い，被災者への医療サービスを行っていた。
漁業・工業等は被災直後から，復興補助制度・東日本
大震災の緊急雇用創生事業の資金を利用して復興・復旧
に傾注したが，手続きの煩雑さと審査の厳しさ等から時
写真1 津波襲来直後のJR佂石駅前（国道382号）
（～復興のあゆみ，ミネックス株式会社） 写真2 復旧後のJR佂石駅前（国道382号）
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間を要し，復興・復旧の進捗遅滞の一因となったことは
否めない。また，助成金や補助金を目当てにしたNPO
法人・緊急雇用創出助成金の横領・着服が，ボランティ
ア活動を行ってきたNPO法人・奉仕団体・大学等の諸
団体の一部には，被災者や行政・社会福祉協議会などか
ら猜疑的にみられ活動に支障をきたした。
千年に一度と言われる想定外の想定，大震災と大津波
被災から満5年復興・復旧について，ボランティア活動
からその経緯と問題点についての検証を試みた。
Ⅱ．被災後5年復興の足跡
1．被災5年後の現状
2011年3月11日東日本大震災発生直後の被災者の避難
行動は，昭和8年三陸津波以降の避難の教訓から「津波
てんでんこ」自分でとにかく逃げよ！と先人は説いてい
る。学校，幼稚園，保育園等は集団で高台に避難して難
を逃れたが，介護老人保健施設入所者や要在宅治療の高
齢者，所謂弱者の逃げ遅れと，自動車での避難に起因す
る渋滞で津波にのまれて大きな被害を惹き起こした。ま
た，平時の避難訓練で避難所に指定されていない施設で
の訓練は，避難者が指定避難所との誤解で多くの犠牲者
を出し，避難への対処に問題を提起していた。小学校で
は教師の避難判断の遅れが，児童の痛ましい犠牲者を出
す原因となった。反面，佂石市では中学生が児童の手を
引いて高台への避難路を経て避難し，犠牲者を出さずに
避難したことは，称賛に値する行動であった。このこと
は，平時の訓練の成果であったと評価されていた。ま
た，想定外の津波は山田町の老人ホームを直撃して，入
所者・職員全員が犠牲となった。
一方，日本でも稀な「万里の長城」と称された宮古市
田老の防波堤は，二重に構築された防波堤を超える津波
が堤防を破壊して大きな被害をもたらした。（写真3）
反面，三陸沿岸北部普代村では当時の村長が議会の反対
を押し切って，海岸から住宅地の入口に巨大な防潮堤
（写真4）を構築していたことに加え，学校・幼稚園に
避難経路を設置して，平時から避難訓練を実施していた
成果で，犠牲者ゼロ・物的被害軽微で想定外の津波に防
災機能を発揮していた。一方，佂石市や宮古市では，海
岸に面した工業・商業地域への被害は甚大で，5年を経
た今日でも復興の進捗は遅々として進んでいないのが現
実である。
2．震災後の被災者
2011年3月11日大震災直後の被災者は，近隣の学校，
公民館，お寺等高台の施設に一時避難して身の安全を確
保した。行政の危機管理機能の復旧に伴い，被災状況が
把握され国の支援によって内陸部のリゾートホテルや温
泉地，親戚縁者を頼って内陸部へ一時的な避難がなされ
た。その間に災害救助法による仮設住宅が建設され入居
したが，棟割長屋様の仮設住宅での生活環境は，隣の生
活音を気にして息を殺すような生活を強いられていた。
仮説住宅での生活は劣悪で，冬季は結露と伱間風，夏季
はスレート屋根と換気の悪さに起因する蒸し暑さで，高
齢者や幼児の熱中症，中高年齢者の生活習慣病，フラッ
シュバックに起因する精神的障害，ひきこもりやうつ病
等，健康被害を訴える人が多くみられた。また，コミュ
ニティーエリアの崩壊に加えて，日を追うにしたがって
震災関連死（病死・孤独死・自殺）等の，2次災害的な
問題が提起されていた。
被災後避難していた被災者は，仮設住宅の閉鎖による
集団移転から災害公営住宅建設や復興事業等の進捗に
よって一部の被災者が居住地に戻ってきたが，災害公営
住宅の完成が1年2ヶ月の遅れなどで，現在も2万人以
上が仮設住宅での生活を余儀なくされている。被災直後
から5年後の人口動態は，被災沿岸12市町村全体の人口
は8．3％の減少であった。今回の調査によると市町村の
人口減少は，宮古市6．4％，佂石市8．9％，大槌町30．7％，山
写真3 津波直後の宮古市田老の二重堤防（万里の長城）
（岩手日報社）
写真4 人命と村民を守った普代村の防潮水門
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田町は19．0％，普代村11．3％で人口減少は高率であった
（岩手県まとめ2011年3月比：出典岩手日報）。ま
た，5年後の行方不明者は被災地全体で1123名の多きを
数え，月命日の11日には被災地所轄の警察官によって，
遺体・遺留品の捜索が続けられている。
一方，宮古市の住環境では災害公営住宅（2LDK），
（写真5）建設の進捗に伴い，仮設住宅からの入居が開
始された。被災者は仮設住宅での生活環境の中で，隣
接，近隣の息づかいを感じての生活から解放されたが，
マンション様式の部屋に入居後は施設に不便はないが生
活音や市街地の騒音がなく，孤立感・孤独感に襲われ，
高齢者の孤独感と孤独死，自殺，精神疾患（うつ病）へ
の不安を訴える人が多くみられた。その対策としてコ
ミュニティーエリアの構築が喫緊の課題とされる結果で
あった。
3．支援と援助
被災直後から個人・団体等からの支援物資・義援金・
ボランティア活動の支援が全国規模・世界規模で行われ
た。なかには古着・古本・古雑誌等，被災者の感情を逆
撫でする心もとない行為が多々見られた。反面，被災地
には膨大な支援物資・義援金が贈られたが，仕分けをす
る体制とマンパワーが不足して適切な処理がなされな
かった。山田町の開業医は施設で必要な洗濯機が欲しい
とリクエストしたところ，20台の洗濯機が送られてきて
戸惑ったと院長は話しており，感謝の意を表しながらも
支援体制の人材不足と支援体制構築と人材不足が，支援
の遅滞と思われる結果を指摘していた。このことは，社
会福祉法第109条で行政が社会福祉協議会への事業が委
嘱されることから，復興・支援事業の多くが行政から
「丸なげ」による支援への齟齬が見られた。
5年を経た現在でも復興の進捗は遅速と言える。国の
震災後の復興予算執行では省庁間の利権と言える被災地
とは関係の無い執行がなされ，被災者は戸惑いと不信感
を訴えていた。復興予算の執行状況は2015年まで，計上
された総額5兆6328億円，支出総額3兆7098億円執行率
65％で，復興進捗状況と並行した状態は予算執行に使い
残しが見られ，被災者は事業の復興進捗に諦めとも言え
る不満を訴えていた。
また，山田町ではNPO法人「大雪りばぁねっと」
が，復興援助支援金の横領事案を起こした。このこと
は，岩手県・山田町の救援体制が整わない伱間に乗じ
て，事業認可を獲得したが支援金の不正流用による背信
行為を惹き起こし，山田町ではNPO法人にアレルギー
反応を示すと前出の病院長は苦笑していた。また，町民
は不信感と怒りをあらわにしていた。NPO法人「大雪
りばぁねっと」理事長他2名は実刑，1名は執行猶予付
き判決が課せられた。このことは，岩手県及び山田町の
支援受け入れ体制構築の遅滞に起因すると言える判決で
あった。加えて，雇用促進資金の交付を受けた「コール
センター業DIO」は，緊急雇用創出臨時特例基金の補助
金を得ながら，ずさんな事業計画から営業不振による破
産宣告をしていた。このことは，被災者の感情を逆撫で
した愚行で，監督官庁の支援体制の脆弱化を露呈し企業
体は補助金目当ての悪質な行為に走ったことは，被災者
から不信感を持たれていた。
4．産業・市街地の復興 （佂石市の企業を例に）
佂石市の津波の高さは記録によると，佂石湾平田漁協
付近9．3ｍ，両石湾両石漁協背後地19．3ｍ，大槌湾佂石
東中学付近15．4ｍを記録し，市街地，商業地域，工場地
域等に多大な被害をもたらした。5年を経ての復興は
遅々として進捗せず，2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック関連の公共事業で，労働者は一極集中に加えて
資材の高騰が，被災地の復旧工事に進捗の遅れが見られ
た。復興の進捗状況は更地のなかに，オフイスビル・民
写真5 宮古市の災害公営住宅，平屋建ては集会所
写真6 震災直後の肥料製造工場
（～復興の歩み～ミネックス株式会社）
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家が点在する程度の復興であった。このことは，被災地
全てに見られる現実で，復興支援の進捗に影を落とす結
果であった。このような現実に直面した，肥料製造業の
M株式会社の復興を例に挙げると，被災直後から海水
に没した機械（写真6）を整備して，自力で事業再開に
取り組んだ。被災6ヶ月後に一部生産を開始し，中小企
業グループによる施設・整備復旧補助金交付を申請し
て，本格的な生産を開始するまでの10ヶ月間は，厳しく
過酷なまでに監督官庁によるヒアリングと企業側のプレ
ゼンテーションに終始し，精神的には津波と同等とも言
える，精神的・肉体的負担であったと，聞き取り調査で
社長は述べていた。このことは，前述のNPO法人「大
雪りばぁねっと・コールセンター」の不正から厳格な対
応となり，事業者にとって，事業認可に行政の認可には
矛盾があると思われる措置であった。
5．復興を名目にしたスポーツ大会
2016年岩手県では「希望郷いわて国体」の開催と，2019
年にはラグビーワールドカップの開催が決定されてい
る。岩手国体は東日本大震災以前に決定されていたが，
開催に要する費用は国にからの補助金のみで賄うもので
はなく，運営には県の負担約23億円が求められることか
ら，復興の最中での開催は復興・復旧を優先し，開催を
先送りしてはとの意見も聞き取り調査で述べられてい
た。また，ラグビーワールドカップの開催地に決定した
佂石市には，賛否両論があった。反対の理由は交通アク
セスの悪さ，宿泊施設の少なさ，終了後の施設維持管理
運用のランニングコストが，財政に及ぼす影響が危惧さ
れると，財界の一人は聞き取り調査で述べていた。
6．遺構の保存と解体
東日本大震災による未曾有の津波は，リアス式海岸の
特徴で津波の高さは最大30ｍに及ぶと言われ，海岸に面
した官公庁舎・大型の建造物等は，無残な様相を呈して
いた。行政は建造物の解体を提案していたが，住民は悲
惨な現状を後世に伝えるために保存すべきとの意向と，
庁舎前で地震対応を協議していた，大槌町長と職員30数
名が津波にのまれて死亡したことに鑑み，遺構として残
すのは残酷との意見が拮抗していた。大槌町庁舎は正面
の一部のみ保存が決定され工事中であった。（写真8）
また，宮古市田老の「たろう観光ホテル」の建物は，全
て国の補助金でミュージアムとして保存し，DVDで被
害の状況を観光資源として公開していた。（写真9）総
じて遺構を保存するには膨大な費用を要することから，
自治体・市民感情には温度差が見られた。
7．防波堤と防潮堤
震災前の沿岸各地の津波・高潮に対する防波堤・防潮
堤は，昭和8年の津波，昭和35年チリ沖地震津波による
被害から，「津波てんでんこ」によって命を守ることが
伝承されてきた。一方，防波堤・防潮堤は被害の度に，
海や砂浜が視界から消されるほどに拡張されたが，旧田
老町長は既存の防波堤の外側に，想定外の津波を想定し
写真7 復旧直後の肥料製造工場
（～復興の歩み～ミネックス株式会社） 写真8 旧大槌町役場
写真9 震災ミュージアム旧たろう観光ホテル
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て「万里の長城」と言われる大型の防波堤を，住民の反
対を押し切って構築した。しかし，2011年3月11の津波
は想像を超える想定外の津波で崩壊され，「万里の長
城」は壊滅的な被害をこうむった。
反面，三陸北部沿岸普代村は，明治29年の明治三陸大
津波，昭和8年の昭和三陸大津波，昭和35年のチリ沖津
波と3度の大津波による被害を教訓に，防潮堤・水門を
構築した結果，22．7ｍの津波に被災地沿岸部で唯一，人
的被害がなく想定外の大津波にも機能した。その背景に
は3度の大津波による甚大な被害から，村民の生命財産
を守るために，当時の村長和村幸得氏が議会の言う高さ
15．5ｍの水門・防潮堤の構築に反対する議会を説き伏
せ，想定外の津波を想定した構築が功を奏したと，役場
でのヒアリングで村長柾屋伸夫氏は熱っぽく語ってい
た。
Ⅲ．考 察
2011年3月11日の東日本大震災後5年後の復興・復旧
について，筆者のボランティア活動をとおした経験と，
被災地での現地調査，被災者からの聞き取り，役所・役
場・福祉協議会等の現状把握と，復興事業の取り組みを
検証した。被災者の住環境の確保については，震災直後
から仮設住宅の設置，みなし公営住宅，マンション型の
復興公営住宅の建設は達成率約60％程度に伴い，仮設住
宅は縮小されたが，仮設住宅の期限2年が再々の延長で
5年に及び劣化・不具合を生じ，風雨・風雪の被害に耐
えている状況を呈していた。また，自宅新築・移転では
土地所有者の把握に手間取り，他県からの応援職員の支
援を得ながらも，遅々として進捗しないのが現実であ
る。仮設住宅は小・中学校の校庭に2年間の期限で設置
したが，宮古市では再々延長で1ケ所に縮小することが
決まり，学校施設は5年の長きに及ぶ不便から解放され
た。一方，行き先が決まらない仮設住宅に居住する被災
者については，一カ所に集約して仮設住宅での継続居住
が決定された。
被災者の健康管理は沿岸地域の県立病院5病院と開業
医院，歯科医院，介護老人保健施設等の医療機関の被害
も大きく，医療環境の復旧は開業医が仮設で診療を開
始，介護老人保健施設の再開は医療機器，医薬品の不足
で，医療行為が停滞したことは，短期間とはいえ被災者
には精神的かつ肉体的にも大きな負担が強いられていた
のが現実あった。一方，地域医療のコアとなる県立病院
の復旧は，5年後に3病院のみが新築移転，残る2病院
は近々に完成の予定と言われている。健康被害者の多く
は高齢者であり，生活習慣病，認知症，ひきこもり，災
害に起因する自殺（被災全地域の災害関連死）が多発し
ていることに，為政者は心を痛めているのが現実であっ
た。また，被災地児童には肥満傾向が見られたのは，仮
設住宅から通学バスでの送迎が歩行行動を回避させ，運
動不足に起因すると県立大船渡病院小児科森山秀徳医師
は，災害の二次被害といえると結論付けていた。このこ
とは，過疎化による学校の統廃合によって，登下校が通
学バスによる運動不足が肥満化傾向の一因であること
を，筆者の発育発達の国際比較研究報告と同様な結果で
あった。
経済・産業の復旧・復興には，グループ補助金，災害
激甚法の低金利融資を受けての企業再開がなされたが，
助成金交付までの手続きは津波の被害に匹敵する厳しさ
であった。また，スポーツによる経済効は？…復興を冠
としての国体は2016年冬季大会，9月に夏季大会，10月
には秋季大会の3大会を総合国体として開催されるが，
県民感情は必ずしも肯定的ではない。被災で国体を返上
しない理由は，大会開催費用の膨大な補助金は施設建
設・改修の原資として開催を計画したが，運営費等は県
負担であり復興国体は市民感情にそぐわない感は否めな
い。同様に佂石市の2019年ラグビーワールドカップの開
催は，大会終了後の維持管理経費は佂石市の負担で，佂
石市民の経済活動に多大な影響を及ぼすのではないかと
危惧されている。
復興事業では2020年復興東京オリンピック・パラリン
ピックの影響で，公共事業は都市一極集中による労働者
不足と資材の高騰が相まって，土地のかさ上げ・医療・
福祉事業等の復旧・復興事業に遅れが見られたのは否め
ない。また，役場や社会福祉協議会の対応不備は，NPO
法人「大雪りばぁねっとやコールセンター業DIOジャ
パン」等の公金横領や緊急雇用創出臨時特例基金等の不
正行為の原因となっていた。一方，明治29年三陸大津
波・昭和8年三陸大津波を教訓にした，「高台から下の
平場に家を建てるな！」の教えを忠実に守った普代村
は，地域・住民の反対を押し切って建造した，防潮堤・
水門は住民の生命と安心安全を確立したことは，先人の
先見の明に敬意を表する結果であった。
Ⅳ．結 語
2011年3月11日の東日本大震災による未曾有の大津波
の災害から，被災者は生活習慣病・ひきこもり，孤立・
孤独に起因する自殺は関連災害とも言える身体的・精神
的被害を呈し，健康回復には時を要すると思われる。ま
た，住環境の整備と経済の復興は資材の高騰と労働者の
不足，復興応援職員の不足，経済の疲弊と国の復興予算
の効率的な執行が見られず遅滞しているのが現実であ
る。反面，残った被災建造物を遺構として災害教育を兼
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ねた観光資源としていたことには，複雑な感情を表す被
災者が多くみられた。
一方，津波に対して先人の教訓「津波てんでんこ」を
守り，最小の被害にとどめた地域は，為政者や先人の想
定外の想定による施設の構築によって，人命を守り物的
被害を最小限にとどめた地域が見られたことに，感嘆の
念を禁じ得ない。
東日本大震災から5年，復興・復旧の教訓として下記
の結論を得た。復興・復旧には，
1）「決断」，「実行」，「迅速」
2）必要な要件の「人」，には無限の可能性がある
3）「物」には再生可能な物と不可能な物があり，如何
に取捨選択するか
4）「金」補助金・助成金等の適正な交付は復興・復旧
に国・地方自治体は，被災者目線で尚一層の復興事業
の推進が必要と思われる。
注：参考までに「津波てんでんこ」とはを添付する（写
真10，11）
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